
平成３０年（２０１８年）招集大阪狭山市議会定例会 

３月定例月議会提出議案等の概要（市長提出分） 

 

議案第 ３ 号から議案第９号まで 

         

        大阪狭山市財産区管理会の設置等に関する条例第３条第１項の規定

、当該財産

区の区域内の住民自治組織等から推薦があった、中井 勝幸 氏、酢谷 

貢 氏、奥平 義男 氏、萩野 千鶴男 氏、宮﨑 昇 氏、西浦 昌寛 氏、

小谷 伸夫 氏の選任について議会の同意を求めるもの 

 

議案第１０号  災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について 

        災害弔慰金の支給等に関する法律施行令の改正に伴い、災害援護資

金について、貸付けを受けようとする者は保証人を必要とすることと

し、償還方法について月賦償還を追加するなど、本条例について所要

の改正をするもの 

 

議案第１１号  大阪狭山市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

        グリーン水素シティ事業の廃止に伴い、平成３１年４月１日から組

織としての「グリーン水素シティ事業対策室」を解消するため、本条

例について所要の改正を行うもの 

        また、附則において、大阪狭山市議会委員会条例についても、所要

の改正を行うもの 

 

議案第１２号  職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

について 

        「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が平

成３１年４月１日から施行され、時間外勤務の上限規制等が導入され

たことに伴い、地方公務員についても、国と同様の措置を講じる必要

があることから、本条例について所要の改正を行うもの 



議案第１３号  大阪狭山市立老人福祉センターの設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例について 

        老人福祉センターの利用者のサービス向上を図りつつ、高齢者福祉

の増進や介護予防などの地域包括ケアシステムを推進する観点から、

本条例について所要の改正を行うもの 

 

議案第１４号  大阪狭山市国民健康保険事業財政調整基金条例の一部を改正する

条例について 

        国民健康保険法の改正に伴い、都道府県が、市町村とともに国民健

康保険事業の運営を担い、国民健康保険の財政運営の責任主体となっ

たことから、事業費納付金の創設等、安定した国民健康保険事業を維

持するため、本条例について所要の改正を行うもの 

 

議案第１５号  大阪狭山市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例等の一部を

改正する条例について 

        児童扶養手当法施行規則の改正に伴い、児童扶養手当における受給

者の所得を確認する期間が変更されたため、本条例について所要の改

正を行うもの 

 

議案第１６号  大阪狭山市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

        平成３１年度から後期高齢者医療制度における応益割に係る保険料

軽減措置（旧被扶養者減免）の適用期間が見直しされることから、国

民健康保険制度において適用している同措置を適正に運用するため、

所要の改正を行うもの 

 

議案第１７号  大阪狭山市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例及び大阪狭

山市国民健康保険出産費資金貸付基金条例を廃止する条例につい

て 

        被保険者の入院に係る高額な医療費負担だけでなく、外来医療費に

ついても自己負担限度額でとどめる限度額適用認定証の制度化及び緊



急の少子化対策の一環として、安心して出産できる出産育児一時金の

医療機関への直接払いの制度化に伴い、本条例の所期の設置目的を達

成したため、本条例を廃止するもの 

 

議案第１８号  大阪狭山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

        放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、

放課後児童支援員の資格要件の整備を図るため、本条例について所要

の改正を行うもの 

 

議案第１９号  大阪狭山市水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道

の布設工事等を定める条例の一部を改正する条例について 

        水道法、水道法施行令、水道法施行規則及び技術士法施行規則の改

正により、水道の布設工事の技術上の監督業務を行う者及び水道技術

管理者の必要な資格要件に、専門職大学の前期課程を修了した者が追

加されたこと、また、技術士法の規定による第２次試験の上下水道部

門の選択科目である「水道環境」が「上水道及び工業用水道」に統合

されることに伴い、本条例について所要の改正を行うもの 

 

議案第２０号  市道路線の認定及び廃止について 

        開発行為に伴う道路敷地、施設の帰属について、市道１６路線（新

規路線９路線、既存路線延伸７路線）を新たに認定するもの、また、

新規認定路線と既存認定路線との重複区間の７路線を廃止するもの 

 

議案第２１号  平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市一般会計補正予算（第  

１０号）について 

        金剛青葉ヶ丘線の拡幅工事に関する経費を計上するもので、歳入歳

出それぞれ２，１００万円の増額補正をするもの 

 

 



議案第２２号  平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市一般会計補正予算（第  

１１号）について 

        主に小学校特別教室の空調機設置に関する経費などを計上するとと

もに、事業費等の確定に伴う財源調整も含めて、歳入歳出それぞれ  

１億３，０３０万７千円の減額補正をするもの 

 

議案第２３号  平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市介護保険特別会計（事業

勘定）補正予算（第３号）について 

        介護給付費準備基金積立金の運用利子収入の増額に伴い、歳入歳出

それぞれ４６万円の増額補正をするもの 

 

議案第２４号  平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市池尻財産区特別会計補正

予算（第４号）について 

        財産区財産の区分地上権の設定に伴う池尻財産区基金への積立て、

一般会計への繰出しをするため、歳入歳出それぞれ６６万９千円の増

額補正をするもの 

 

議案第２５号  平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市下水道事業会計補正予算（第１号）

について 

        災害用マンホールトイレ整備工事に対する企業債の追加申請に伴い、

企業債を３，９３０万円増額、負担金を３，９３０万円減額計上する

もの 

 

議案第２６号から議案第３６号までの１１議案 

        平成３１年度の一般会計をはじめとする各会計の予算を地方自治法

及び地方公営企業法の規定に基づき提出するもの 

 

議案第２６号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市一般会計予算について 

        一般会計は、予算総額１９９億９，５８６万５千円で、前年度当初

より９億３，９３７万５千円の減 



議案第２７号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市国民健康保険特別会計（事業勘定）

予算について 

        国民健康保険特別会計は、予算総額６１億５，４７９万４千円で、

前年度当初より１億８７６万９千円の減 

 

議案第２８号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市介護保険特別会計（事業勘定）予

算について 

        介護保険特別会計は、予算総額５５億３，４７３万１千円で、前年

度当初より１億９，４７４万２千円の増 

 

議案第２９号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市後期高齢者医療特別会計予算につ

いて 

        後期高齢者医療特別会計は、予算総額９億９，７７８万２千円で、

前年度当初より４，９１７万７千円の増 

 

議案第３０号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市池尻財産区特別会計予算について 

        池尻財産区特別会計は、予算総額５１７万３千円で、前年度当初よ

り１，３０６万４千円の減 

 

議案第３１号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市半田財産区特別会計予算について 

        半田財産区特別会計は、予算総額２万３千円で、前年度当初より  

１万５千円の減 

 

議案第３２号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市東野財産区特別会計予算について 

        東野財産区特別会計は、予算総額２４７万１千円で、前年度当初よ

り１７万７千円の減 

 

議案第３３号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市今熊財産区特別会計予算について 

        今熊財産区特別会計は、予算総額７千円で、前年度当初より１万  

４千円の減 



議案第３４号  平成３１年度（２０１９年度）

て 

        予算総額７１４万５千円で、皆増 

 

議案第３５号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市水道事業会計予算について 

        水道事業会計は、予算総額１７億４，９９７万４千円で、前年度当

初より１，５５２万円の増 

 

議案第３６号  平成３１年度（２０１９年度）大阪狭山市下水道事業会計予算について 

        下水道事業会計は、予算総額２７億８，６３４万６千円で、前年度

当初より４，４０６万６千円の減 

 

報告第 １ 号  第３期メルシーｆｏｒ ＳＡＹＡＭＡ株式会社の事業及び決算の

報告について 

        地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、第３期メルシー 

ｆｏｒ ＳＡＹＡＭＡ株式会社の事業及び決算について報告を行うも

の 

 


